
　　【記載例】

［注意］

①　この特例を受けることができるのは、「給与の支払を受ける者が常時１０人未満である事業所」に限られます。

②　給与の支払を受ける者が常時１０人未満でなくなったときは、届出が必要となりますのでご連絡ください。

③　納期の特例の承認が継続中の事業所においては、再度申請する必要はありません。

　　○○年　○月分

［　０　人］

６　人

町税の滞納または著しい納入遅延の事実の有無 　１．無　　　２．有　（理由　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　○○年　○月分

　　○○年　○月分

申請日前６か月間の各月の給与の支払い
を受ける者の人数

（臨時に雇用している者がある場合は、
カッコ内に記入してください）

　　○○年○○月分

申請日前１年以内に、納期の特例の承認取消しを受けたことの有無 　１．無　　　２．有　（　　　年　　月　　日付）

［　０　人］

６　人

　　○○年　○月分

給与所得等に係る町民税・道民税特別徴収税額の納期の特例に関する申請書

［　０　人］

６　人

特別徴収
指定番号

電話
番号

札幌市○○区北○○条西○○丁目○○番○○号　令和○○年○○月○○日

（あて先）
北海道当別町長

申
請
者

株式会社　○○○○○○○

　　○○年　○月分
［　０　人］

６　人

　地方税法第３２１条の５の２及び当別町税条例第４６条の２の規定による特別徴収税額の納期の特例についての承認を申請します。

特例の適用を受けようとする税額　　　　令和　○○　年　　○　月分　以後の特別徴収税額

○○○○○○○

○○○－○○○－○○○○

［　０　人］

６　人
［　０　人］

６　人

所在地

名称


